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１．銀行勘定の金利ﾘｽｸとは

○銀行における業務は、貸出や預金を中心とした取引を経理する

銀行勘定と、金利等の変動による短期的な売買差益の確保を目
的に行う取引を経理するﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ勘定に分類される。

○銀行勘定の金利ﾘｽｸとは、金利水準の変動により、銀行勘定の

資産・負債の市場価格あるいは収益が変動することにより生じるﾘ
ｽｸ

○銀行勘定は、基本的に資産の長期保有等を目的とした業務を

行っており、規制上も、金利の変動などによる市場価格の変化
（＝金利ﾘｽｸ）よりも貸倒れのﾘｽｸ（＝信用ﾘｽｸ）が重視されてきた。
これまで、このような金利ﾘｽｸについては、第２の柱（監督上の取
扱い）で対応（日本では監督指針により対応）。

○一方で、ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ勘定では金利ﾘｽｸは資本賦課の取扱い。
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金利上昇が銀行のﾊﾞﾗﾝｽｼｰﾄに与える影響
（典型的な事例）

資産の現在価
値 １００
・貸出金

（法人向け）

（住宅ﾛｰﾝ）

・・・

・有価証券

（国債）

（仕組債）

・・・

負債の現在価
値 ６０
・預金

（普通預金）

（定期預金）

・・・

資本の現在価
値（経済価値）
４０

資産の現在価
値 ９０

（10%下落）

負債の現在価
値 ５５

（8.3%下落）

資本の現在価
値（経済価値）

３５

金利上昇
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資産価値から負債価値を引
いた資本の経済価値が下落

ﾊﾞﾗﾝｽｼｰﾄから得られる金利収
益が増加し、資本が増加

※一般的に銀行の資産の満期
は長く、負債の満期は短い。



（参考）ﾊﾞｰｾﾞﾙ規制の枠組み（３本の柱）

第１の柱
（資本賦課）

最低所要自己資本
⇒銀行が抱えるﾘｽｸに応じ、銀行に一律に自己資
本を備えさせる。

第２の柱
（監督上の取扱い）

銀行の自己管理と監督上の検証
⇒各銀行が抱えるﾘｽｸを銀行自ら把握し、自己資
本戦略を策定。
⇒監督上、個々の銀行の状況に応じて対応。

第３の柱
（開示）

情報開示を通じた市場規律の活用
⇒自己資本比率や、銀行が抱えるﾘｽｸ及びその管理
状況等を開示。

○銀行の健全性確保のため、銀行が有する資産や直面するﾘｽｸ
の性質等に応じて、以下の３本の柱によりﾘｽｸを管理。
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自己資本

信用ﾘｽｸ＋市場ﾘｽｸ＋ｵﾍﾟﾘｽｸ
≧8%



２．市中協議（ﾊﾟﾌﾞｺﾒ）について

○経緯

• ﾊﾞｰｾﾞﾙ委員会において、①ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ勘定との間の規制の平仄、
②将来の金利上昇に対する備えの観点から、2013年春から
検討を開始。

※本検討は、銀行の国債保有に焦点を当てたものではない。

○市中協議

• 議論の結果、ﾊﾞｰｾﾞﾙ委において①ﾘｽｸ量の計測を定式化し、自
己資本比率の分母に勘案する１柱案及び②現行の監督枠組み
は維持しつつ監督対応を明確化・透明化した２柱案の両論併記

による市中協議が合意され、今回、市中協議（ﾊﾟﾌﾞｺﾒ）を開始。
(http://www.bis.org/bcbs/publ/d319.htm)

• ｺﾒﾝﾄ期間は3ｹ月（2015年９月11日期限）
(http://www.bis.org/bcbs/commentupload.htm)

• 市中からのｺﾒﾝﾄや定量的影響度調査の結果を踏まえ、
秋以降検討が再開される予定。（最終化の時期は未定）
（注）ﾊﾞｰｾﾞﾙ委は、今回の案の適用対象を国際的に活動する銀行と想定。
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３．１ １柱案の概要

（１）基本的な枠組み

• 資産・負債の両ｻｲﾄﾞを勘案し、資産と負債の金利ﾘｽｸ量のﾈｯﾄｱｳﾄを認める（資産について
は、国債等のみならず貸出金等も対象）。

• 実際の資本賦課額の計算にあたっては、複数のｵﾌﾟｼｮﾝが提示されており、経済価値だけ
ではなく、期間収益も勘案される案が含まれている。

概要

経済価値（現在価値）ｱﾌﾟﾛｰ

ﾁ

現時点の資産・負債を対象に、そのｷｬｯｼｭﾌﾛｰの現在価値の変化を

把握

期間収益ｱﾌﾟﾛｰﾁ 将来にわたる資産・負債を想定し、そのｷｬｯｼｭﾌﾛｰのﾘｽｸを把握

（参考）経済価値ｱﾌﾟﾛｰﾁと期間収益ｱﾌﾟﾛｰﾁの比較

（２）金利ｼｮｯｸ
• 水準＝「各国通貨別」の金利水準×「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ」の金利変化率。
• ﾊﾟﾗﾚﾙｼﾌﾄ、ｽﾃｨｰﾌﾟ化など、６つのｼﾅﾘｵで計算し、最大損失を採用。ただし、下限（現在の
想定は１％）、上限（３％以上の水準で検討中）を設置。

（３）ｺｱ預金（流動性預金のうち、実態としては引き出されることなく長期間滞留する預金）
• ｺｱ預金額＝流動性預金額×安定的な預金の率×（1－追随率）。
（注）追随率とは、市場金利の変化の預金金利への反映率。

• 安定的な預金の率及び追随率は一定の制限のもと、各金融機関の推計値を使用。
• 期日の割り振りについて、最長満期は6年として均等、あるいは、平均満期を3年以下とす
る制約の下で金融機関に委ねる両案を提示。 6
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（参考） １ 柱案における標準的手法のｽﾃｯﾌﾟ



○銀行は、保有する資産・負債・ｵﾌﾊﾞﾗﾝｽﾎﾟｼﾞｼｮﾝから将来生じる、
すべての想定ｷｬｯｼｭﾌﾛｰを予測する。

• 想定ｷｬｯｼｭﾌﾛｰとは、①元本の支払い、②元本の再評価、③受
取りあるいは再評価前の金利の支払い。

• 予測されたｷｬｯｼｭﾌﾛｰを以下の１９のﾊﾞｹｯﾄに割り振り

３－２．標準的手法：ｷｬｯｼｭﾌﾛｰの割り振り
（ﾊﾞｹｯﾃｨﾝｸﾞ）
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19のﾊﾞｹｯﾄ

短期
ｵｰﾊﾞｰ
ﾅｲﾄ １ヶ月 ３ヶ月 ６ヶ月 ９ヶ月 １年 １.５年 ２年

中期 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年

長期 ８年 ９年 10年 15年 20年 20年超



○ｲｰﾙﾄﾞｶｰﾌﾞの様々な形状変化（平行ｼﾌﾄ、ｽﾃｨｰﾌﾟﾆﾝｸﾞ、ﾌﾗｯﾄﾆﾝｸﾞ
等）を考慮し、その中で最大の損失を与え得るｼﾅﾘｵをﾍﾞｰｽとする。

○どのような大きさのｼｮｯｸを与えるかが重要論点。全世界一律の

ｼｮｯｸを想定するのではなく、各国の金利水準に配慮したｼｮｯｸとな
るような手法を検討。

• 平均金利水準が高い（低い）ほど、金利ｼｮｯｸも大きく（小さく）なる
仕組み。

9

①ﾛｰｶﾙ金利水準：通貨・ﾊﾞｹｯﾄ毎の直近の金利水準
②ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ係数：金利水準の変動率を通貨・ﾊﾞｹｯﾄ毎に平均したもの
③ﾊﾞｹｯﾄ調整係数：ｼｮｯｸｼﾅﾘｵ（平行ｼﾌﾄ、ｽﾃｨｰﾌﾟﾆﾝｸﾞ等）を再現する

ための調整項

①

� , � � � , � � � � �

② ③金利ｼｮｯｸ幅

３－２．標準的手法：金利ｼｮｯｸｼﾅﾘｵ



○金利ｼｮｯｸの算定にあたっては、以下のような前提を置いている。

① ﾛｰｶﾙ金利水準：通貨・ﾊﾞｹｯﾄ毎の直近の金利水準

② ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ係数：金利水準の変動率を通貨・ﾊﾞｹｯﾄ毎に平均したもの

⇒変動率を計測する際の保有期間は6ヶ月とする（ｽﾄﾚｽ時に市場価格に影響を
与えることなくBSを再構成するのに要する期間を想定）
⇒変動率は、金利の6ヶ月前変化率の1/99ﾊﾟｰｾﾝﾄ値の絶対値平均
⇒現時点での水準は、短期:0.85 ,中期: 0.55,長期: 0.4,ﾊﾟﾗﾚﾙ: 0.6

○また、上記の計算結果に関わらず、最終的なｼｮｯｸ幅があるﾚﾝｼﾞ

内に収まるように、金利ｼｮｯｸ幅には上限（cap）と下限（floor）が設
定されている。

上限（cap）：短期：500bps、ﾊﾟﾗﾚﾙ（中期）：400bps、長期：300bps
下限（floor）：100bps

⇒ （円を含む各通貨について）最低でも100bpsの金利ｼｮｯｸとなる

３－２．標準的手法：金利ｼｮｯｸｼﾅﾘｵ（続）
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○ ｺｱ預金：顧客がいつでも引き出せる流動性預金のうち、長期間
銀行口座に滞留する性質を持つ金利不感応な預金→ 各国の金
融緩和に伴い、増加傾向。

○流動性預金からｺｱ預金を推計する手法としては、(1)Time-series 
approach（TIA）を基本としつつ、小規模行向けに(2)simplified-TIA 
approachが用意されている。

３－２．標準的手法：ｺｱ預金
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(1)Time-series approach (TIA)

• ｺｱ預金は、流動性預金のうち、安定的かつ金利非連動的な部分として認識。

• このとき、安定預金率（S）と金利連動率（P）には、それぞれ上限と下限を設定。
⇒ これにより、ｺｱ預金比率（S×(1-P)）にも上限がかかる仕組み。

• ｺｱ預金相当分は、①最長満期6年までで均等に割り振るか、②平均満期3年、
最長満期6年の制約の下で銀行裁量で割り振り。

３－２．標準的手法：ｺｱ預金

預金種別
安定預金率

(s)
金利連動率

(p)
ｺｱ預金
（s×(1-p)）

Retail/
transactional ≦80% ≧25% ≦60%

Retail/
non-transactional ≦70% ≧30% ≦49%

Wholesale ≦65% ≧50% ≦33%

S

(1-S)

P

(1-P)

S×(1-P)

流動性預金

安定的でない安定的

金利非連動 金利連動

ｺｱ預金
（安定的∧金利非連動）

非ｺｱ預金

（図表）Time-series approachのｲﾒｰｼﾞ （図表）安定預金率・金利連動率の上限／下限
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３－２．標準的手法：ｺｱ預金

預金種別 ｺｱ預金

Retail ≦40%

Wholesale ≦20%

流動性預金

（図表）Simplified-TIA approachのｲﾒｰｼﾞ （図表）ｺｱ預金比率の上限

預金量
（小）

預金量
（中）

預金量
（大）

ｺｱ預金ｺｱ預金
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(2) Simplified-TIA approach

• ｺｱ預金を、①過去１年の流動性預金の残高ﾃﾞｰﾀから銀行が直接推計するか、
②預金者毎の預金額に応じて自動割り当て。

• ①の場合、ｺｱ預金比率には、TIA（先述）より一層厳しい制約がかかる仕組み。

• ｺｱ預金相当分は、（①②に関わらず）最長満期6年までで均等に割り振り。



３－２．標準的手法：その他標準化が難しい項目
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（12頁 Table 1より）

ﾘｽｸ･ﾊﾟﾗﾒｰﾀｰ 内部ﾓﾃﾞﾙ ﾌｫｰﾙﾊﾞｯｸ

ｺｱ預金 ｺｱ・非ｺｱ預金の分類 Time Series
Approach（TIA）

Simplified TIA

定期預金の
早期解約

預金者行動が
早期解約率に
与える影響

内部ﾓﾃﾞﾙによる早
期解約率予測

標準的手法

固定金利貸付の
繰上償還

債務者行動が
繰上償還率に
与える影響

内部ﾓﾃﾞﾙによる
繰上償還速度の
予測

標準的手法

固定金利による

ﾛｰﾝｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ
（Pipeline）

債務者行動が、ﾛｰﾝ
の実行率（Pull-
through Rate）に与え
る影響

内部ﾓﾃﾞﾙによる
Pull-through Rate

標準的手法



�,�
�

� �,�
�

�,�
�
：ｼﾅﾘｵi、通貨cの期限前償還率

�,�
�
：ﾍﾞｰｽﾗｲﾝｼﾅﾘｵ、通貨cの期限前償還率

�：金利ｼｮｯｸｼﾅﾘｵ毎の調整係数
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３－２．標準的手法：固定金利貸付の繰上償還

○長期の固定金利商品が太宗を占める市場では、とくに金利低下

局面で、繰上げ返済のほか、他行の有利な条件のﾛｰﾝに借り換え
るなど、顧客による期限前償還が相応に発生。

○そのため、期限前償還ﾘｽｸに関しては、原則、金融機関の内部ﾓ
ﾃﾞﾙによる償還率の推計を許容し、ｷｬｯｼｭﾌﾛｰに分解。

• 内部ﾓﾃﾞﾙが利用できない先については、ﾍﾞｰｽﾗｲﾝｼﾅﾘｵでの償還
率のみを推計し、ｼﾅﾘｵ毎の調整係数（下記）にて調整。

ｼﾅﾘｵ ��
ﾊﾟﾚﾚﾙｼﾌﾄ（上方） 0.75

ﾊﾟﾚﾚﾙｼﾌﾄ（下方） 2.0

ｽﾃｨｰﾌﾟﾆﾝｸﾞ 0.85

ﾌﾗｯﾄﾆﾝｸﾞ 1.5

短期ｼｮｯｸ（上方） 0.9

短期ｼｮｯｸ（下方） 1.2

（図表）内部ﾓﾃﾞﾙが利用できない先の、金利ｼｮｯｸｼﾅﾘｵ毎の調整係数



○経済価値ｱﾌﾟﾛｰﾁ(EVE)による計算結果は、資産・負債のｷｬｯｼｭﾌ
ﾛｰにつき、「金利ｼｮｯｸ前の経済価値」から「金利ｼｮｯｸ後の経済価
値」を控除（ｵﾌﾟｼｮﾝも勘案）して計測する。

○ﾍﾞｰｼｽﾘｽｸについては、経済価値ｱﾌﾟﾛｰﾁでは勘案しない。

３－３．経済価値ｱﾌﾟﾛｰﾁ(EVE)

16

� ,� �,� �,� �
�

�	

� ,� � ,� �

�

�	

� ,�

経済価値
計算結果

ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ
（ｼｮｯｸ前）

経済価値
（ｼｮｯｸ前）

ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ
（ｼｮｯｸ後）

経済価値
（ｼｮｯｸ後）

ｵﾌﾟｼｮﾝ
価値変動

ﾃﾞｨｽｶｳﾝﾄﾌｧｸﾀｰ
（ｼｮｯｸ前）

ﾃﾞｨｽｶｳﾝﾄﾌｧｸﾀｰ
（ｼｮｯｸ後）
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３－４．収益ｱﾌﾟﾛｰﾁ(NII)

○収益ｱﾌﾟﾛｰﾁ(NII)による計算結果は、保有期間(T年)までの資産・
負債のｷｬｯｼｭﾌﾛｰについて、「金利ｼｮｯｸ前の収益価値」から「金利
ｼｮｯｸ後の収益価値」を控除して計算する。

―― 金利ｼｮｯｸについては、ﾊﾟﾗﾚﾙｼﾌﾄ（上下）のみ勘案。

○保有期間(T)の具体的な数値は未定。

○ﾍﾞｰｼｽ･ﾘｽｸについても、①参照金利ﾍﾞｰｼｽ(reference rate basis 
risk)、②金利更改期ﾍﾞｰｼｽ(non-parallel gap risk)にわけて勘案。

� ,�
�

� ,� � ,� � �,� � �,�
� :���

収益価値
計算結果

ﾀｲﾑ
ﾊﾞｹｯﾄ

収益価値
（ｼｮｯｸ前）

保有
期間

収益価値
（ｼｮｯｸ後）

ﾃﾞｨｽｶｳﾝﾄﾌｧｸﾀｰ
（ｼｮｯｸ前）

ﾃﾞｨｽｶｳﾝﾄﾌｧｸﾀｰ
（ｼｮｯｸ後）

ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ
（T年まで）

金利
ｼｮｯｸ幅
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３－５．資本賦課額の計算

○資本賦課額の計算にあたっては、４通りの手法が検討されている。

※案②③④は、EVEとNIIを比較の上、大きい方が賦課額となる

・案①：経済価値ｱﾌﾟﾛｰﾁ(EVE)のみの結果

・案② ：経済価値ｱﾌﾟﾛｰﾁ(EVE)と収益ｱﾌﾟﾛｰﾁ(NII)を比較

・案③ ：経済価値ｱﾌﾟﾛｰﾁ(EVE)と収益ｱﾌﾟﾛｰﾁ(NII)を比較
――ただしEVEについて、NIIで益が出る場合は、その分、相殺可

・案④ ：経済価値ｱﾌﾟﾛｰﾁ(EVE)と収益ｱﾌﾟﾛｰﾁ(NII)を比較
――ただし一定の閾値（NIP：銀行勘定での確度の高い収益に
相当）を超えた分のみ資本賦課

○上記案の全てにおいて、最も資本賦課が大きい金利ｼﾅﾘｵを採用



４．2柱案について
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４－１．２柱案の概要

（１） 概要
• ﾊﾞｰｾﾞﾙ委での議論の結果、現行の2柱の取扱いについて、(i) 資本への影響、

(ii) 開示の強化、(iii) 当局間でのﾋﾟｱﾚﾋﾞｭｰの面から深化された案を開発。
• なお市中協議案においては、
- 監督にあたっては、比例原則（Proportionality）が含まれていること
- ｱｳﾄﾗｲﾔｰ基準を超過すれば、過大な金利ﾘｽｸを抱えている可能性があると考
えられる（注：但し可能性にとどまり、実態的な判断は当局に委ねられているた
め、機械的な資本積み増しの対象にならない）。

（２） 市中協議案の内容
今回の市中協議案（２柱案） （参考） 2004年ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ

資本への

影響

・ ｱｳﾄﾗｲﾔｰ規制強化（CET1あるいはTier1を使用）
・内部ﾓﾃﾞﾙでの計測において、６ｼﾅﾘｵの使用を義務付け（100bpのﾌﾛｱ
を前提）

・内部ﾓﾃﾞﾙに対する各国当局によるﾊﾟﾗﾒｰﾀの制限、監督上の検証ﾌﾟﾛ

ｾｽを導入

・標準的手法の計測義務付け

・ Tier1+Tier2の20%で、
ｼﾅﾘｵは200bp又は
1%/99%のｼｮｯｸ

開示

・金利ﾘｽｸ水準、主要な前提

・金利ﾘｽｸの定性的な評価

・内部ﾓﾃﾞﾙを用いた６ｼﾅﾘｵに基づくEVEおよびNIIの金利ﾘｽｸ量の変化
・標準的手法の適用結果

・EVEまたはNIIに基づく
金利ﾘｽｸ水準、主要な

前提

ﾋﾟｱﾚﾋﾞｭｰ ・導入を検討 （なし） 20



「2柱」：金融機関の自己検証と監督上の措置 （1）

○ ﾊﾞｰｾﾞﾙ委での議論の結果、現行の2柱の取扱いについて、

(i) 資本の結果、

(ii) 開示の強化、

(iii) 当局間でのﾋﾟｱﾚﾋﾞｭｰ

という観点から、深化された12の原則案が開発・提示されたところ。

○また、金融機関への問掛けとして、標準的手法で計測された金利
ﾘｽｸの開示の義務付けの要否が特に問われている。

21



「2柱」：金融機関の自己検証と監督上の措置 （2）

今回の市中協議案（2柱案） （参考） 2004年ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ

（ⅰ）資本への

影響

・ ｱｳﾄﾗｲﾔｰ規制強化

（CET1あるいはTier1を使用）
・ 内部ﾓﾃﾞﾙでの計測において、6ｼﾅﾘｵの使用を
義務付け

（100bpのﾌﾛｱを前提）
・ 内部ﾓﾃﾞﾙに対する各国当局によるﾊﾟﾗﾒｰﾀｰの

制限、監督上の検証ﾌﾟﾛｾｽを導入

・ 標準的手法の計測義務付け

・ Tier1+Tier2の20%

・ ｼﾅﾘｵは200bp又は
1%/99%ﾀｲﾙでのｼｮｯｸを前
提とした計測

（ⅱ）ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ

・ 金利ﾘｽｸ水準、主要な前提

・ 金利ﾘｽｸの定性的な評価

・ 内部ﾓﾃﾞﾙを用いた、6ｼﾅﾘｵに基づくEVEおよ
びNIIの金利ﾘｽｸ量の変化
（EVE変化幅のCET1に対する比率を含む）

・ 標準的手法の適用結果

・ EVE又はNIIに基づくﾘｽｸ
水準、主要な前提

（ⅲ）ﾋﾟｱﾚﾋﾞｭｰ ・ ﾊﾞｰｾﾞﾙ委によるRCAPとしての導入を検討 （なし）

22



○原則1：IRRBB（CSRBBを含む）はすべての銀行にとって重要であり、特
定・計測・監視・管理されるべき。

○原則2：取締役会がIRRBB管理の枠組みの監督に責任を持ち、IRRBBに
係るﾘｽｸｱﾍﾟﾀｲﾄに同意する。取締役会は、全体としてIRRBBに十分な知
識と理解を有する。IRRBBのﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞと管理については、専門的なｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ・委員会に委任することが出来る。

※ 半期ごとの取締役会への報告、監査（外部or内部）を含む。

○原則3：IRRBBに対するﾘｽｸｱﾍﾟﾀｲﾄは、経済価値・収益の双方の観点か
ら決定されるべきであり、適切なﾘﾐｯﾄ･ﾎﾟﾘｼｰや内部管理と関連付けられ
るべき。

※ 数量的なﾘﾐｯﾄの設定、年次ごとのﾘﾐｯﾄの見直しを含む。

○原則4：IRRBBの計測は、経済価値・収益ﾍﾞｰｽの双方で、ｽﾄﾚｽを含む幅
広い金利ｼｮｯｸのｼﾅﾘｵの下で行うべき。

※ 上記のための計測ｼｽﾃﾑの準備、ｽﾄﾚｽ･ﾃｽﾄの実施を含む。

23

４－２．銀行向け原則①



○ 原則5：IRRBBの計測にあたっての主たる行動・戦略上の前提は、文書
化されるとともに、（妥当性を）ﾃｽﾄされ、銀行の計画と整合的であるべき。
なお、当該前提は金利変動の期待のみで変更されるべきでない。

※ 主たる前提として、住宅ﾛｰﾝの早期償還やNMD等を含む。
○ 原則6：IRRBBの計測ｼｽﾃﾑやﾓﾃﾞﾙはﾃﾞｰﾀに基づくとともに、文書
化・ﾃｽﾄ・管理されるべき。ﾓﾃﾞﾙは包括的であり、かつ内部で入念に検証
されるべき。

※ 内部監査によるﾓﾃﾞﾙ・ﾘｽｸ管理ﾌﾟﾛｾｽへのﾚﾋﾞｭｰを含む。

※ ﾍﾞﾝﾀﾞｰから調達したﾓﾃﾞﾙに対する検証を含む。

○ 原則7：IRRBBの計測結果やﾍｯｼﾞ戦略は、適宜のﾚﾍﾞﾙ（連結・単体、通
貨等）で集計した上で、経営陣や取締役会に定期的に報告されるべき。

※ ﾓﾃﾞﾙの精度に係るﾊﾞｯｸﾃｽﾄの実施を含む。

○ 原則8：求められた場合には、IRRBBのﾎﾟｼﾞｼｮﾝ・ﾘﾐｯﾄは当局へ報告する
とともに、定期的にﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰを行う。

⇒ 問掛けに係るものであり、後ほど詳述。

○ 原則9：（取締役会から）承認されたﾘｽｸｱﾍﾟﾀｲﾄに沿って、IRRBBに対し
て内部資本を割り充てるべき。

※ ﾍｯｼﾞの有効性、ﾍﾞｰｼｽﾘｽｸ、CSRBB、通貨ﾐｽﾏｯﾁ等を勘案。 24

４－２．銀行向け原則②



「2柱」：当局報告・ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ（原則8）

○原則8：求められた場合には、IRRBBのﾎﾟｼﾞｼｮﾝ･ﾘﾐｯﾄは当局へ報
告するとともに、定期的にﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰを行う。

• 経済価値・収益ﾍﾞｰｽの双方でIRRBBを算出し、前提とともに、当
局へ報告する。内部ﾘﾐｯﾄ、ﾓﾃﾞﾙや計測方法等を変更する場合に
は、当局へ事前に報告する。

• 内部ﾓﾃﾞﾙによって計測されたIRRBBについて、ｼﾅﾘｵごとに、計測
の前提、経済価値・期間収益の変化幅、ﾓﾃﾞﾙの概要も含め、ﾃﾞｨ
ｽｸﾛｰｼﾞｬｰを行う。
※前提には、NMD、早期償還等を含む。

• 標準的手法によって計測されたIRRBBについても、ｼﾅﾘｵごとに、
IRRBBのﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰを行う。

• ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰの頻度：年次（前期も含め、2期分）。
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○原則10：当局は、経済価値・収益ﾍﾞｰｽの双方で標準化された
IRRBBに係るﾃﾞｰﾀを徴求し、監督強化や資本への影響に必要な、
潜在的なｱｳﾄﾗｲﾔｰ銀行の特定に用いる。
※ ﾌｫｰﾙﾊﾞｯｸとしての標準的手法による計測を含む。また、標準的手法と内部
ﾓﾃﾞﾙの結果が大きく異なる場合は、銀行・当局間で議論。

○原則11：当局は、IRRBBの専門家を有するとともに、銀行による
IRRBBの特定・計測・監視・管理の有効性について、定期的なｱｾｽ
ﾒﾝﾄを行う。
※ ｸﾞﾙｰﾌﾟ分析や銀行による資本の十分性等について当局が検証。

※当局が、内部ﾓﾃﾞﾙのﾊﾟﾗﾒｰﾀｰに対して制約を課すことを含む 。

26

４－３．監督当局向け原則①



○原則12：当局は、IRRBBを管理するための内部資本の十分性につ
いてﾚﾋﾞｭｰするとともに、管理が不十分と認められる場合、追加的
な管理の方策、もしくは、追加的な資本の配賦を求める。

• 経済的価値の減少幅とCET1（又はTier1）が一定値を超えた場合、
もしくは、その減少幅がﾋﾞｼﾞﾈｽの維持に差し支える場合、ｱｳﾄﾗｲ
ﾔｰ銀行となる。

• ｱｳﾄﾗｲﾔｰ行は過大な金利ﾘｽｸを抱えている可能性があると 考
えられる。
（⇒ 注：ただちに機械的な資本賦課の対象にならない。）

• 改善計画として求める内容としては、資本の積増しだけでなく、
IRRBBの削減も認められる。

27

４－３．監督当局向け原則②



1. 技術的な論点、特に行動ｵﾌﾟｼｮﾝや収益の勘案方法、ﾍﾞｰｼｽﾘｽｸ

2. 標準化されたﾘｽｸﾊﾟﾗﾒｰﾀｰの特定と評価（例えば、金利連動率、
安定預金率、最長満期、条件付期限前償還率、ﾌﾟﾙｽﾙｰﾚｰﾄ、定
期預金解約率、収益ｱﾌﾟﾛｰﾁにおける保有期間、ﾍﾞｰｼｽﾘｽｸﾊﾟﾗ
ﾒｰﾀｰ）及び自行推計ﾘｽｸﾊﾟﾗﾒｰﾀｰの制限（最大安定預金率、最
小金利連動率、最長満期）

3. 定められた金利ｼｮｯｸｼﾅﾘｵの特定・選定・水準調整

4. 最低所要自己資本の計算方法案の特定、特に経済価値ｱﾌﾟﾛｰﾁ
（EVE）への収益ｱﾌﾟﾛｰﾁ(NII)の勘案、及びｼﾅﾘｵの一貫性に関す
る原則、通貨の合算方法

5. 標準的手法によって計測された金利ﾘｽｸの２柱における開示の
義務付け（の是非）

6. 銀行内部の銀行勘定の金利ﾘｽｸ手法と比較するための標準的
手法に係る情報

５．ﾊﾞｰｾﾞﾙ委員会として特に市中からの意見を求めている論点

28（以上、市中協議文書Executive Summary 最終ﾊﾟﾗｸﾞﾗﾌより）


